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雁行形態論では説明できない中国テック企業の ASEAN 進出 

 
ASEAN は、中国企業にとって最も重要な海外進出先である。一帯一路に関連するインフ

ラプロジェクトの多くは東南アジアに位置しており、グローバルサプライチェーンの再編に
関しても、ASEAN は最も重要な生産移転先となっている。さらに最近になって、中国系テ
ック企業は大規模で ASEAN へ進出するようになった。なかには、ファーウェイやアリバ
バ、BYD のような大手企業もあれば、起業して間もないスタートアップも多数含まれている。
中国企業を中心とするイノベーションエコシステムが ASEAN において形成されつつある。 

 
 中国テック企業の海外進出は、日本やアジア NIEs の経験をもとに提起された雁行形態論
の枠組みでは説明できない斬新な現象である。雁行形態論は、国内で産業構造の高度化が進
むとともに、比較優位が失われた産業をアジアの後発国に移転していく、という東アジアに
共通する工業化の軌跡を描いている （末廣 2002）。しかし、中国テック企業の ASEAN 進出
は、3 つの意味で非雁行形態的である。第一に、高所得国入りすら果たせていない中国にお
いてハイテク企業が量産し、海外進出すら始まっている。第二に、これらの企業は国内展開
で比較優位を有しているにもかかわらず経営の早い段階から周辺の後発国にビジネス拠点
を広げている。第三に、中国企業は、国内で開発された先端技術をほぼタイムリーに ASEAN
市場にも導入している。このようなユニークな海外進出のパターンは、ASEAN 諸国の経済
成長のみならず、グローバルサプライチェーンの再編や米中ハイテク競争の行方にも大きな
影響を及ぼしてかねない。 
 
 本稿では、以下まず中国テック企業の ASEAN 進出の背景について説明する。続いて５G
通信技術、クラウドサービス、電気自動車 （EV)という 3 つの代表的な業種の事例を取り上
げることにより、中国企業の進出およびアメリカ（およびその同盟国）企業との競争の実態
を明らかにする。最後に、中国企業の ASEAN 進出が米中ハイテク競争の今後にどのような
影響を与えるかを分析しながら、全文を締めくくる。 
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なぜテック企業は ASEAN に進出するのか？ 

 
中国テック企業の ASEAN 進出の背景として、①中国の産業政策、②デジタルシルクロード

イニシアティブ、③進出先の ASEAN における産業高度化の要請、という 3 点が指摘できる。 
 
まず、一つ目の背景として挙げられるのは、中国におけるリープフロッグを目標とする産

業政策の実施である。中国政府は、遅くとも 2010 年代の初頭より第四次産業革命という百
年に一度の絶好の機会（Windows of opportunity）をつかむことにより、産業の段階的な発
展を飛び越え、世界の最先端に躍り出ること （すなわちリープフロッグの実現）を構想して
いた。そのために、次世代情報通信技術、EV、クリーンエネルギーなど重要新興産業を対
象に、次から次へと本格的な産業政策を実施していた。その際、巨額の補助金とともに、政
府引導基金と呼ばれる政策ツールを活用することにより、民間からの活発な参入を惹起し、
新産業創出に成功した。これら新興産業の担い手である民間企業は、ASEAN 進出で主役を
演じていた。  

 
 二つ目の背景として考えられるのは、中国政府が一帯一路構想の一環として強力に推進し
てきたデジタルシルクロードイニシアティブの存在である。2017 年に習近平国家主席が同
イニシアティブを提起して以来、中国は 2022 年までに 17 カ国とデジタルシルクロードに
関する協力覚書、30 カ国と電子商取引に関する協力覚書、18 カ国・地域と『デジタルエコ
ノミー分野での投資協力の強化に関する覚書』を取り交わしていた。ASEAN 各国は上記覚
書を個別に締結する一方、地域全体としては 2020 年に『中国‐ASEAN によるデジタルエ
コノミーパートナーシップの確立に関するイニシアティブ』を中国と共同で発表していた。
これらの協力枠組みにおいて、中国企業は ASEAN のデジタルインフラ整備に協力したり、
人工知能、ビッグデータ、クラウドコンピューティング等の研究開発をめぐり技術提携を進
めたりしていた。 
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出所：Google et al. (2023)のデータをもとに、筆者作成 

 
三つ目の背景として考えられるのは、ASEANにおけるデジタルエコノミーの勃興である。

図 1 に示されたように、2016 年から 2023 年までの間に、ASEAN におけるデジタルエコノ
ミーの収入は 120 億ドルから 1000 億ドルへ８倍以上も拡大した。とくに電子商取引 （EC)
などデジタルエコノミーの中核分野の躍進には目を見張るものがあった。中国テック企業
の ASEAN 進出は、こうしたデジタルエコノミーの急成長から生まれた巨大な需要に応え
る一面があると同時に、中国企業の進出が ASEAN におけるデジタルエコノミーの躍進に
寄与する、という一面も持ち合わせていた。 
 
 

ASEAN 進出の実態 

 
ではこうした背景のなかで、中国のテック企業は、ASEAN においてどのようにビジネス

を展開し、アメリカ企業との間でどのような形で競争を繰り広げているのだろうか。以下で
は、５G 通信技術、クラウドサービス、EV という第四次産業革命を代表する 3 つの先端産
業を取り上げることによって、米中ハイテク競争の実態を検討していきたい。 

 
 まず、次世代の情報通信技術としてモノのインターネット（IoT）やスマートシティ等で
幅広く応用される５G について検討する。表 1 に示されたように、アメリカ企業が５G 通
信設備業界に参入できていないなかで、中国と競争しているのは、アメリカ陣営の北欧のノ
キアとエリクソンである。現時点で把握している情報によれば、ASEAN 各国のなかで、中
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図1 ASEANにおけるデジタルエコノミーの
収入（10億ドル）

デジタルエコノミーの中核分野 デジタル金融サービス
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国製５G 設備を完全に採用しているのはラオス、カンボジア、ブルネイだけである。一方で、
大多数の国（タイ、インドネシア、フィリピン、ミャンマー、マレーシア、シンガポール、
ベトナム）は中国との距離感に濃淡こそあるものの、中国製と北欧製を同時に採用している、
もしくは採用する予定がある。 
 
表 1 ASEAN 各国における５G 通信設備の導入状況 

国 中国設備の導入状況 北欧設備の導入状況 
ラオス、カンボ
ジア、ブルネイ 

ファーウェイ設備を採用、もしく
は採用予定 

― 

タイ 
 

ファーウェイと提携して、５G 連盟
を立ち上げ、５G エコシステムの構
築に取り組む。 

キャリア大手 dtac は、ノキア設備
を導入。一部のキャリアはエリク
ソンの設備を導入 

インドネシア 
 

ファーウェイはキャリア最大手の
Telkomsel と提携、ジャカルタをは
じめとする 9 つの都市に５G サー
ビ ス を 提 供 。 キ ャ リ ア 2 位 の
Indosat Ooredoo、3 位の PT XL 
Axiata Tbk とも提携 

キャリア 2 位はエリクソン、ノキ
アの設備とも導入、キャリア 3 位
はエリクソンを導入 

フィリピン 
 

上位 2 社のキャリアは、ファーウ
ェイ製５G 設備を導入 

PLDT 社はノキア設備を導入 

ミャンマー ZTE の設備を採用との報道あり ノキア、エリクソンとも５G につ
いて技術提携 

マレーシア 
 

第 2 位のモバイル通信会社 Maxis
はファーウェイと提携、ASEAN 初
の 5.5G 実験を実施、通信速度は５
G の 10 倍。 

キャリア最大手はエリクソンの
５G 設備を導入。 

シンガポール 
 

キャリアの 4 位はファーウェイ設
備を採用 

キャリアの上位 3 社はエリクソ
ン、ノキア製を導入。 

ベトナム 
 

2024 年にファーウェイと５G イノ
ベーションセンターを共同で創
設。将来、導入する可能性あり 

５G 通信技術を独自開発すると
ともに、エリクソンやノキアな
ど、非中国製を率先して導入 

出所：劉（2021）およびその他報道をもとに筆者作成。 
 

中国通信機器大手のファーウェイと ZTE は、いずれも ASEAN において５G 通信インフ
ラの整備に携わるとともに、自社設備を基盤とするデジタルソリューションやエコシステ
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ムの構築に取り組んでいる。表 2 では、ファーウェイが関与したタイの 2 つのプロジェク
トの詳細情報を掲げた。ここで特徴的であるのは、どちらのプロジェクトにもファーウェイ
のみならず、中国とタイ側の大手企業が参加していること、そして当初から最先端の産業向
けモノのインターネット（IIoT）技術を現地に導入していることである。このような技術提
携が生まれる背景には、前述したデジタルシルクロードイニシアティブとともに、中国製造
業における IIoT ブームと中国メーカーの ASEAN 進出ブームが考えられる。今後、グロー
バルサプライチェーンの重要な担い手である中国メーカーの ASEAN 移転の加速に伴って、
中国発の IIoT システムの現地への浸透は一層、進むものと思われる。 
 
表 2 タイにおけるファーウェイ５G エコシステムの展開事例 
分野 中国側参加企業 ASEAN 側参加企業 先端技術の運用状況 
セメント鉱山の
無人化とスマー
ト化 

ファーウェイ、鉱山
自動運転システム業
者の中科慧拓、鉱山
設備メーカーの宇通 

総合化学会社最大手
の SCG グループ、キャ
リア 1 位の AIS 
 

世界初の５G+自動運
転グリーン鉱山シス
テム 

５G 工場 白 物 家 電 大 手 の 美
的、ファーウェイ、通
信キャリア 2 位のチ
ャイナユニコム 

キャリア 1 位の AIS 
 

ASEAN 初の５G 工場 

出所：各種報道をもとに筆者作成 
 

次に、クラウドサービスについて取り上げたい。この業界の特徴は、アメリカ企業が圧倒
的優位にある分野に、中国企業が参入して、徐々にプレゼンスを拡大してきていることであ
る。図 2 に示されたように、2020 年以降、ASEAN ではパブリッククラウドの市場規模が
拡大し続けていた。こうした成長市場が存在していればこそ、後発組の中国企業にも参入す
る余地があった。図 3 は IaaS 市場、すなわちクラウドサービスのインフラ市場における各
ベンダーのデータを示している。ASEAN 全体でみると、アメリカ 3 社と比べて中国企業の
シェアはまだまだ低い。ただ、個別の国についてみると、たとえばアリババクラウドは、イ
ンドネシアとマレーシアで 20%以上のシェア、ファーウェイはタイで 30％のシェアを取得
している、と報告されている（財経十一人 2023）。 
 



6 
 

 
出所：EY（2023）、元データは IDC。 

 
 

 
出所：IDC (2022)  

 
中国 3 社は、得意分野に特化することでアメリカ企業との差別化を図っている。具体的

に、アリババクラウドは、EC、物流、金融及び関連する生成 AI 向けのクラウドサービスに
特化している。テンセントクラウドは、SNS やゲームでの競争優位を生かしながら、ライブ
や音声、ショートビデオ、ゲーム等に関連するアプリ向けのクラウドサービスを提供してい
る。さらに、ファーウェイクラウドは、タイ政府との良好な関係を生かして、現地の官公庁、
公立病院、大手企業向けにサービスを提供している。 
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 中国企業は、ASEAN でのさらなる展開を見据えて、データセンターの創設にも全力で取
り組んでいる。表 3 のとおり、中国 3 社は、クラウドサービスのシェアこそ低いものの、ア
メリカ 3 社と比べて ASEAN のより多くの都市において、より多数のデータセンターを創
設している。 
 

表 3 主要クラウドサービスベンダーの ASEAN におけるデータセンター可用性ゾーンの数 
  アリババ ファーウェイ テンセント アマゾン

AWS 
マイクロソフト

Azure 
グーグル 

シンガポール 3 5 4 3 3 3 

バンコク 1 3 2    

マニラ 1      

ジャカルタ 3 3 2 3  3 

クアラルンプ
ール 

2 3     

出所：財経十一人（2023）  
 
 ここでは、アリババの事例についてもう少し掘り下げたい。アリババ自身が中国 EC の最
大手であるとともに、東南アジア EC 最大手の LAZADA の筆頭株主にもなっている。EC に
関連するモバイル決済の分野で、アリババは傘下にアリペイを抱えていると同時に、東南ア
ジアの多数のモバイル決済業者に出資している。さらに、アリババはライブ EC のニーズに
応じて、ミャンマー語やラオス語、クメール語に特化した生成 AI を開発している。これら
の EC やモバイル決済、生成 AI 等の業者は、アリババをめぐって一大エコシステムを形成
しており、そして主にアリババのクラウドサービスを利用している。 
 
 最後に、電気自動車（EV）産業について検討しておこう。ここでは、ASEAN 屈指の自動
車生産国で第 2 位の市場でもあるタイの事例に焦点を当てたい。結論からいえば、EV 業界
においては米中競争よりも日中競争の構図が鮮明になっている。 
 

2023 年、タイでの自動車販売台数は前年比 9％減の 77.5 万台となった。うち日本車のシ
ェアは 86％から 78％へ減少していたが、中国車のシェアは 5％から 11％へ急速に上昇し
た。中国勢の躍進は、主に EV の販売増によってもたらされたものである。2023 年のタイ
における EV の販売台数は前年比 6 倍超の 7.6 万台に達しており、うち中国車のシェアは 8
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割以上を占めていた（日経中文網 2024）。中国製 EV は、20 万元（約 400 万円）の価格帯
を中心に販売しているため、日本のガソリン車のシェアを奪う形となった。 

 
一方で、米テスラの ASEAN 向け輸出は僅少である。例えば ASEAN の 2023 年第 2 四半

期の EV 販売において、BYD が 26%以上のシェアを占めていたのに対して、テスラのシェ
アはその三分の一以下の 8％に止まっていた（Counterpoint 発表）。 

 
 中国メーカーは当初、本土から EV を輸出していたが、近年、次第に現地生産に乗り出す
ようになっている。表 4 に示されように、タイには完成車のみならず、電池、そして充電ス
テーションに関連するメーカーも進出しており、EV をめぐるエコシステムが構築されつつ
ある。 
 
表 4 タイにおける中国 EV 関連メーカーの進出状況 

業種 中国企業名 現地生産の状況 
EV 完成車 BYD 2023 年 3 月に海外初の乗用車工場、年産 15 万台 

長城汽車 2023 年 11 月、タイ製造拠点が発足。年産 10 万台 
電池 国軒高科 

（中国 2 位） 
電池工場を創設 

蜂巢能源 
（中国 3 位） 

電池工場を創設 

上海汽車 CP グループとの合弁会社 SAIC Motor を通じて電池
を製造 

充 電 ス テ ー
ション 

上海汽車 SAIC Motor は充電ステーション事業に参入 
 

合衆新エネルギー タイ石油公社は、充電ステーションをはじめとする
EV インフラ整備事業で提携 

出所：各種報道をもとに筆者作成 
注：充電ステーションが現地で生産しているかどうかは不明。 
 

現地生産を始める中国メーカーは、日本企業に大きな競争の圧力をかけつつある。ジェト
ロが実施した「2023 海外進出日系企業実態調査」によると、タイの輸送機器・部品業界の
日本企業にとって、中国企業（69.8％）はすでに 「他の日本企業」（65.1％）と「地場企業」
（46.5％）を上回り、最も重要な競争相手になった。 
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ASEAN における米中ハイテク競争の今後 

 
本稿で検討した 3 つの業界の事例が示唆するように、米中対立が持続していけば、今後、

ASEAN において、いわゆる One Region, Two Systems という状況が生まれるだろう。つま
り、アメリカとその同盟国の先端技術を基盤に構築されるエコシステムと、中国発の先端技
術を基盤に構築されるエコシステムが、同時に一つの地域に併存し続ける、ということである。 

 
ただし、クラウドサービスの事例に象徴的に表れているように、二つの技術エコシステム

が併存し、競争することは、必ずしも ASEAN に技術や市場の深刻な分断をもたらしていな
い。むしろ、新規投資や新技術の導入を加速させ、デジタルエコノミーのような新興産業を
いち早く根付かせることに寄与した。 

 
こうした状況を理解するには、ASEAN が巨大経済圏として、急速な経済成長を遂げてい

る事実を念頭に置いておく必要がある。市場全体が伸びていればこそ、米中競争はゼロサム
ゲームにならず、むしろ ASEAN の工業化と第四次産業革命の成果の普及を加速させる、と
いう予期せぬ効果を持っているのである。 

 
米中競争から上述した 「漁夫の利」が得られるため、ASEAN は今後も両陣営の間で二者

択一を行うことはないだろう。では、中国に先んじて ASEAN に進出した日本企業は、こう
した状況にどのように対応していくべきだろうか。 

 
まず、デジタルインフラへの浸透状況を考えると、安全保障を優先して、中国企業が提供

するエコシステムやソリューションの利用を完全に回避することは現実的ではない。日本企
業に求められているのは、Two Systems に同時に対応しうる組織能力の構築である。 

 
より重要であるのは、中国企業の ASEAN 進出を挑戦とともに、チャンスとしても捉える

ことである。このことに関して、アメリカ企業の取り組みが参考になる。米国中国商会の
2023 年のアンケートによれば、サービス業会員企業の 45％は中国企業の国際化と海外進出
を最も重要なビジネスチャンスとみなしている （美国中国商会 2023）。例えば、アマゾンク
ラウドは、中国企業の海外進出を全力でサポートしており、海外に進出する中国企業の 8 割
弱に自社サービスを利用してもらっている （「中国新星、正在顛覆全球化」財富 FORTUNE
パブリックアカウント、2024 年 5 月 29 日）。日本企業にとっても、経済安全保障に留意し
つつ、国際化していく中国企業との付き合い方を真剣に検討する時代がやってきたのではな
いだろうか。 
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